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研究成果の概要（和文）：本研究は、景気変動と生活保護受給の関係を実証的に明らかにすることを目的とし
た。分析にあたり、世帯主の年齢や世帯人数などの属性的な類似性を空間的な距離としてとらえ、検討を進め
た。年齢・時点・世代効果を考慮する分析アプローチを採用した。分析の結果、年齢効果、世代効果、時点効果
の各影響を確認した。特に、いわゆる「就職氷河期世代」で生活保護率が顕著に高いことが確認され、その後の
世代でも生活保護率が改善されていないことが確認された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to empirically analyze how economic 
fluctuations affect public assistance (PA) receipt rates. As an analytical method, a spatial 
econometric model is estimated by considering differences in the age of the head of household and 
the number of household members as “spatial distance”.  The analysis also considers the age 
effect, the cohort effect, and the period effect. As a result, it shows that each of these effects 
affects the PA receipt rate. In particular, it is found that the PA receipt rate is higher among the
 so-called “the ice-age cohorts", and that there is no improvement in the PA receipt rate among 
younger cohorts.

研究分野：労働経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
いわゆる「就職氷河期世代」で生活保護率が顕著に高いことが確認された。しかし、その後の世代でも生活保護
率が改善されていないことから、単なる労働市場の状況改善が生活保護率低下に直結しないことが明らかとなっ
た。この結果は、非正規雇用の増加や雇用流動化など、労働市場の構造変化が生活保護受給に新たな影響を及ぼ
している可能性を示唆している。稼働可能な年齢層での生活保護率を改善するためには、労働市場の構造変化に
対応した政策が必要とされることが示された点に政策的含意を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
戦後、日本では目覚ましい社会・経済的発展、生活水準の向上とともに、貧困層が減少し、 生
活保護率（人口 100人に占める被保護人員数）も低下してきた。しかし、順調に低下して いた
生活保護率 1995 年の 0.7％を底として上昇に転じた。以降、加速度的に上昇し、2015 年 には
ピークの 1.69％に達し、現在も依然として高い水準で推移している（厚生労働省「福祉行政報
告例」、「被保護者調査」による）。 生活保護に関する研究は歴史や生活保護制度の問題点、その
他の公的扶助制度との関係を 指摘するものが多く、近年までは統計的あるいは数量的な研究は
少なかった。2000年代に入ると実証分析が行われるようになってきたが、生活保護制度の対象
となるのが、高齢者や疾病・障害者世帯が大きな割合を占めるため、生活保護と景気循環や雇用
状況との関係を検証した実証研究は少ないのが現状である。2008年の世界金融危機の時期から、
潜在的には稼働可能であると考えられる「その他世帯」の受給増加が著しい。このような稼働可
能な世帯に関しては景気や雇用状況が改善すれば、生活保護は減少する可能性はある。また、生
活保護率は時系列的にも大きく変化しているが、地域格差が大きい。都道府県レベルでみても
2017年 2月時点で最も高い大阪府と最も低い石川県で約 5倍程度の差がある。また、西日本に
高い傾向がみられる。このような地域差はその地域単独の財政状況や雇用情勢だけでなく、隣接
地域の生活保護水準や社会・経済状況と関係している可能性が高い。そのため、研究では景気変
動や労働市場の情勢が生活保護に与える影響について検証し、生活保護率の決定要因をマクロ
時系列、地域の両視点から包括的に分析する。 
 
 
２．研究の目的  
 本研究は次のような目的を持つ。（1）日本全体としての生活保護の趨勢を分析すること によ
り、マクロの景気変動と生活保護との関係を把握する。さらに（2）地域間の相互依存 関係を明
示的に抽出する。以上を通じて、一国全体としての政策が各地域にどのような効果を及ぼすのか、
特定地域を対象とした政策が各地域にどのような波及効果を持つのかを定量的に計測する。こ
の結果を踏まえて、国全体及び、地方の両側面から生活保護政策のあり方 を総合的に評価する。 
地域間の相互依存性の分析には和合・各務（2005）等の空間計量経済学の手法を拡張して、地域
相関の変数を付け加える。空間計量経済学は、地域間の空間的な構造もモデルに取り込んで分析
を行う計量経済学の新しい分野である。従来の計量分析では、クロスセクションを行う場合、そ
の地域の説明変数や誤差項は他の地域に影響を及ぼさないことが仮定されている。これに対し、
時系列分析において他の時点からの影響を考慮するように「他の地域からの影響がない」という
仮定を緩め、他地域からの影響を考慮した分析手法が空間計量経済学である。空間計量経済学で
は、他地域からの影響を含めて分析することが可能となる。Hinoki, et al.（2018)において、マ
クロショックと隣接効果を分解し、純粋な地域間の相互依存性効果のみを抽出可能なモデルを
構築した消費関数の分析を行っている。空間計量モデルで代表的に使用される隣接の有無や都
市間の距離だけではなく、隣接、距離、経済規模などの様々な効果を空間項に取り入れて分析を
行っており、本研究でも基本的にこの手法を応用する。 
 
 
３．研究の方法 
 全体を通じてデータを収集し、それを分析することを中核的な研究作業として進める。関連デ
ータの入力作業等のデータ整備を行うとともに、 実証分析の基礎となるモデルを構築し、分析
を行う。 
 生活保護率のマクロ時系列分析では、近年の生活保護率の上昇について、長期時系列データに
よる要因分解を試みる。 生活保護の増加と景気変動についての数少ない先行研究である周・鈴
木（2007）で は厚生労働省「福祉行政報告例」のデータを利用し、一定の仮定に基づき景気変
動 とそれ以外要因について分析した結果、景気変動によって説明される部分は少ない ことを
明らかにしている。しかし、景気変動によって説明可能な部分が少ないとしても、それは被保護
世帯に本来的に稼働可能ではない高齢者世帯が多いことの影響であると考えられる。そこで、先
行研究と同様の厚生労働省「福祉行政報告例」の マクロデータを利用し、稼働可能な世帯に焦
点を当て、景気変動と生活保護の関係について VECM を用いて計量分析を行う。また、生活保護
の受給を開始する時と生活保護の受給をやめる時では景気変動からの影響が非対称である可能
性を考慮した分析を行う（インフローとアウトフローへの分解）。先行研究では、生活保護率の
水準に焦点を当てて分析されているが、景気が回復しても生活保護受給からの脱却が難しいの
であれば、さらなる就業支援政策が望まれる。現時点では VECM を使用することを想定している。 
 地域間相互作用を考慮した生活保護率の分析については、生活保護は隣接地域の社会・経済的
状況や生活保護の実施状況によって大きく影響を受けることが予想されるため、地域間の相互
作用を明示的にモデルに導入する。本研究では、隣接地域の生活保護の状態が当該地域にどのよ
うに影響するのかを検討する。マクロショックを取り除いた後でもなお、隣接地域との相互依存



関係があれば、隣接地域との関係を考慮に入れた政策をとる必要がある。さらに、隣接効果によ
る政策波及効果をシミュレーションすることで、どの地域に重点的に働きかければ政策効果が
高いかを提示することが可能になる。現状では、地域別の生活保護と景気変動の関係を分析する
ための空間計量モデルのフレームワークが存在していない。そのため、Hinoki, et al.(2018)の
モデルを拡張し、地域間の相互作用の有無及びその程度を計測できるモデルを構築する。市町村
別及び都道府県別データの整備を進めるとともに、地理的な相関をとらえることが出来る計量
モデルの構築を行い、計量分析を行う。 
 
 
４．研究成果 
 本研究は、景気変動と生活保護受給の関係を実証的に明らかにすることを目的とした。分析に
あたり、世帯主の年齢や世帯人数などの属性的な類似性を空間的な距離としてとらえ、検討を進
めた。生活保護率の増加は高齢化の影響を強く受けているが、景気変動との関連が顕著なのは、
労働市場において潜在的に稼働能力を持つ世帯（「母子世帯」や「その他の世帯」）であると想定
される。このため、世帯主の年齢に着目して「生活保護における年齢・世代・時点効果の実証分
析」では年齢・時点・世代効果を考慮する分析アプローチを採用した。特に現時点の労働市場の
状況だけでなく、学卒時の労働市場の逼迫度との関連性を明らかにすることも試みた。学卒時の
労働市場の状況が長期間にわたり、雇用状況に影響を及ぼす、といういわゆる「世代効果」の生
活保護率への影響を検証するためである。1986 年から 2020 年までの年次データを用いて、高齢
化による影響をコントロールしたうえで、それぞれの要因が生活保護受給率に及ぼす影響を統
計的に検証した。 
 分析の結果、以下の 3つの効果が明らかになった。まず、年齢効果として、年齢が上昇するに
つれて生活保護率が高くなる傾向が明確に示された。次に世代効果については、1970 年代後半
から 1980 年代前半に生まれた、いわゆる「就職氷河期世代」で生活保護率が顕著に高いことが
確認された。しかし、その後の世代でも生活保護率が改善されていないことから、単なる労働市
場の状況改善が生活保護率低下に直結しないことが明らかとなった。この結果は、非正規雇用の
増加や雇用流動化など、労働市場の構造変化が生活保護受給に新たな影響を及ぼしている可能
性を示唆している。最後に、時点効果については、1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて生
活保護率は低下傾向にあったが、その後は景気循環と連動した動きを示した。 
 年齢効果の結果では、年齢階級が高くなるほど生活保護率が高くなることが確認された。 高
い年齢階級の人口シェアが高くなると、全体でみたときの生活保護が多くなることを意味する。
また、高齢化要因を取り除いた時点効果の結果では、1990 年代後半以降は景気と 連動した動き
となっていることからも、高齢化の進展が生活保護を増加させる主要因であるという先行研究
と整合的な結果となっている。 世代効果の結果からは、就職氷河期世代はそれ以前の世代と比
較すると、生活保護率が高くなることがわかった。この部分だけをみると、就職氷河期世代につ
いては、他世代と比較して生活保護受給率が高く、一定の世代効果が存在することが示唆された。
一方で、その後の世代では改善が見られず、別の構造的要因の影響が想定される。就職氷河期以
降の学卒時の就職状況が回復してきた世代で生活保護率が低いという結果は得られていない。
なお、本研究では中高年層の生活保護受給を規定する要因までは踏み込めておらず、この点は今
後の詳細な検討課題である。  
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